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１．地球温暖化対策について

【箇所】

　・(P2)「交通基本法のなかに交通分野の地球温暖化対策を位置づける必要があります。」

【意見】

・交通基本法のなかに交通分野の地球温暖化対策を位置付ける必要があると明記されているが、交通分野のうち自動車からの排出が支配的であることから、道路交通の政策や道路空間の利活用に関わる計画など、道路交通からの排出を削減するための取り組みを推進するための仕組みに言及するべきである。
２．交通計画について

【箇所】

　・(P4.L8)「地域の関係者が参画してつくりあげた交通計画」

　・(P7.L1)「交通基本法に基づいて交通に関する計画を作っていく場合、住民参加のもとでの交通ルールの徹底を含めた総合的な手法の導入を目指す」

【意見】

・交通計画の策定にあたって住民が参加するという考え方には賛成であるが、そもそも全体の交通体系や個々の交通計画の定義、策定主体等が何も明らかにされていない中で、住民参加のみを主眼に置くことには違和感がある。従って、全体の交通体系や個々の交通計画の定義、その策定主体を明確に示した上で、住民参加のあり方や方法を言及するべきである。

・これまで、交通モードごとに個別に交通施設の整備計画が策定されてきたことが大きな非効率を生んできたという反省に立ち、各交通施設の整備計画は、総合的な交通計画（国が策定する交通基本計画や自治体が策定する地方交通計画等）に基づくべきであることを明記するべきである。

・真に国民のためとなる実効性の高い交通計画は、概念的・抽象的なものではなく、適切に取得したデータとその科学的な分析に基づいた具体的・定量的なものである必要がある。従って、p.4の「「計画－実施－評価－改善（PDCA）」を通じて各種の取組みを不断に見直していく過程も重要です。」の前に次の一文を挿入すべきである。「なお、交通計画は，交通情報の適切な取得とそれを活用した科学的な交通分析に基づき作成することが必要です．」
・4頁で示された計画は、公共交通活性化再生法における活性化再生計画の焼き直しになることがほぼ明らかにみえる。行政や地域住民が責任を分担しつつ、地域の将来目標の共有を図る計画制度が求められているが、行政と事業者との協議に関わる計画に偏る制度化が改めて必要とは考えにくい。法定協議会への一括交付金というのも疑問である。地域の公共交通を如何に支えて行くかについては、より高位の国の理念として、公共性を認定する仕組みを構想すべきである。基本法を制定する場面で、従前の協議会に交付金を支給する制度は新たな意味を持たない。また、交通基本法で定める地方自治体計画が、公共交通活性化再生計画と大差ないものであるならば、地方自治体の交通計画という名称を冠することは相応しくないだろう。言うまでもないが、交通基本法における地方自治体の交通計画は、公共交通ばかりではなく、歩行者、自転車、自動車、物流、高齢者、海上交通や航空など、様々な対象を包含すべきであろう。
３．国際物流について

【箇所】

　・(P7.L9)「「幹線交通網の総点検」を行い、総合的な交通体系の視点に立って政策を推進していくことが必要」

【意見】

・昨今のわが国の主要課題の一つは成長戦略の欠如であることから、国土交通省においても成長戦略を策定（平成２２年５月）したり、政策集2010（平成２２年６月）において「わが国の成長・活力を牽引する主要政策」を数多く掲げていたりしているところである。これは、交通がわが国の成長戦略の一端を担う重要な分野であることの証左であり、交通基本法においても、「国の経済成長」を柱の一つとして位置づけるべきである。

・特に、物流、とりわけ国際物流の効率化は、わが国産業の国際競争力の強化を通じて経済の活性化に大きく寄与することから、経済成長の手段として「物流の効率化」を位置づけ、国際港湾・空港の充実と、これらと幹線交通網との連携の強化を明記するべきである。

４．モーダルシフトについて

【箇所】

　・(P5.L27)「効率的な輸送機関を荷主に選んでもらう魅力や誘因を充実させることが必要」

【意見】

・わが国の国土条件や交通事業者の経営基盤を勘案すると、市場メカニズムでは、鉄道や内航海運へのモーダルシフトを促進することは困難である。これは、これまで長年モーダルシフト政策を標榜しながら遅々として進んでいない現実を見れば明らかである。このため、鉄道や内航海運が道路運送や外航海運と同等の競争条件を保持できるよう、抜本的な施策（税制、補助金、インフラ整備等）を実施する必要があることを強調するべきである。

５．意見の反映について

【箇所】

　・(P7.L26)「全員参加の過程が重要」

【意見】

・我々はこれまで二度にわたり意見を提出してきたが、残念ながら、「中間報告」にも「基本的な考え方」にも我々の意見はあまり反映されず、それに対する説明もなかった。このような国土交通省の対応は、「提出された意見の中から都合の良い意見を恣意的に取り上げているのではないか」、「意見募集を行ったという事実をもって全員参加の言い訳にしているのではないか」との疑念を抱かせるものであり、不適切である。

・従って「全員参加の過程が重要」という以上、反映しない意見に対しては、理由を付して説明するべきである。

６．「基本的な考え方」全体について
【箇所】

　・全体
【意見】

・今回示された基本的な考え方は、交通政策を羅列したものであり、相互に整合性がない。まず、「現政権はどういう社会をつくるのか」というそもそも論、つまり交通基本法の理念やねらいを記述すべきである。
・経済政策として、「大きな政府」とセイフティ・ネットを求めるのか、「小さな政府」のもとで経済成長を進めるのか、が依然として不明である。ドイツのように、両方の政策目標を掲げて成功した例もあるが、ドイツに倣うなら、そのことを明示すべきである。「大きな政府」とセイフティ・ネットを求めるのであれば、交通とまちづくりの関係にもっと注目すべきである。「小さな政府」のもとで経済成長を目指すのであれば、物流、特に国際物流の議論は欠かせないと考える。
以上
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